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2024-2-1 知的財産戦略本部構想委員会コンテンツ戦略ワーキンググループ（第３回） 

13時00分～15時00分 

 

○佐野事務局次長 それでは、定刻となりましたので、会議を開催させていただきます。 

 傍聴される方々におかれましては、会議の様子のスクリーンショットや録音・録画は御

遠慮いただきますようにお願いいたします。 

 それでは、議事の進行は中村座長にお願いしたいと思います。中村座長、お願いいたし

ます。 

○中村座長 それでは、第３回「コンテンツ戦略ワーキンググループ」を開催いたします。 

 今日は、夏野委員が御欠席と伺っております。 

 初めに、事務局から会議資料の確認をお願いします。 

○佐野事務局次長 議事次第を見ていただければと思いますけれども、資料１から資料５、

それから参考資料１ということであります。このうち資料２につきましては、前回配付し

たものと変わってございません。それから、参考資料１につきましても前回配付させてい

ただいたものと変わりません。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 では、議事に入ります。初めに、資料１について事務局から説明をお願いできますか。 

○佐野事務局次長 事務局でございます。資料について説明申し上げます。 

 資料２は先ほど申し上げたように前回配付したものと変わってございませんので、資料

１を説明させていただければと思います。 

 こちらは前回配付させていただいた資料の四角囲いしているところが論点ということで

最初に示させていただいたものでありますけれども、その下に第１回の御意見と第２回の

御意見を記載してございます。第１回の御意見は前回説明させていただきましたので、第

２回の御意見のところに絞って簡単に御紹介できればと思います。 

 まず、２ページ目の海外展開の推進の論点についてでございますけれども、前回の御意

見ということで新規のキャラクターのクリエイションが不足しているのではないかという

御指摘であったり、日本はデータドリブンになっていないとか、専門性や柔軟性、一体性

に課題があるのではないかといった御意見、次のページでございますけれども、海外展開

に当たってのビジネス人材、戦略の重要性についての御指摘、映画業界での映適（日本映

画制作適正化機構）の導入の話でございますけれども、それに伴って制作マネジメントの

効率化が求められていくという話でございます。動画配信や映画のチャネル、あるいはア

ニメの実写化も進んできたということで、アニメ、実写をそれぞれうまく戦略的にすみ分

けて投入していくべきという御意見がございました。 

 制作環境を国際水準ベースに近づけていくべきといった御意見があったということでご

ざいます。それから、人材の法務や財務も含めた専門知識の必要性、過去のものの各分野
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のアーカイブというものも積極的に考えていくことが必要ではないかといった御意見がご

ざいました。 

 ２点目のクリエイター支援に関する御意見ということで、５ページになりますけれども、

第２回WGの御意見ということで、これは見ていただければと思いますが、学ですとか、留

学支援の重要性、育成機関の重要性といった様々な御指摘がございました。この人材育成

につきましては、これからより具体的に議論していただければと思っておりますけれども、

特に産業界から見て具体的にどういうスキルの人材が不足しているのかというところを明

確にしながら、これはビジネス面なのか、デジタル技術なのか、あるいはクリエイティブ

の面なのかというのを明確にしながら議論していくことが必要なのかなと思っております。 

 ３点目の対価還元のところの御意見ということで、プラットフォームからの還元の話も

ございますが、さらにプラットフォームから還元した先の関係者間での収益還元の仕組み

ということも検討が必要ではないかといった御意見、報酬の面だけではなくてアルゴリズ

ムやレコメンデーションの透明性、メタデータでの権利者の分かりやすい開示みたいなと

ころも必要ではないかといった御意見でございました。 

 最後に官と民との役割についての論点に関する御意見ということで、これは前回にもご

ざいましたけれども、海外展開比率が低いところこそスピーディーに支援すべきではない

かといった御意見もございました。 

 過去の成功事例の分析から成功要因を抽出して施策にスピーディーにつなげていく必要

がある、場合によっては政府による政治外交的なプッシュというのも必要になってくるの

ではないか。一方で、行政側のマンパワーというのも不足しているのではないかといった

御意見がございました。 

 ここの意見では出てきておりませんけれども、議論できていないこととしては、これは

経団連の提言でもございましたけれども、コンテンツのKPI／KGIというのをどう設定して

いくのか、あるいはしないのかというところについても、御議論いただければと思ってお

ります。それに伴って、不足しているデータというのは何があってどう整備すべきなのか

というところも議論を深めていければと思っております。 

 事務局からは以上でございます。 

○中村座長 どうもありがとうございます。 

 では、続いてヒアリングに移ります。今日は山口委員、関委員と一般社団法人コンピュ

ータエンターテインメント協会、一般社団法人日本動画協会から御発表いただきます。音

楽、ゲーム、アニメということです。このヒアリングで知見を深めていただいて議論して

いただければと思いますが、各発表ごとに質疑応答の時間を設けます。また、三者の御発

表の後に、時間があれば、まとめて意見交換の時間を設けたいと思っております。 

 では、最初に資料３について、山口委員から15分程度で御発表いただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○山口委員 よろしくお願いします。山口でございます。 
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 僕は前回、海外出張中で参加できなかったのですが、今の話を伺うと、今日、お話しす

る音楽での課題と共通する部分はあると思いました。 

 それでは、15分ほど時間をいただきましたので、発表させていただきます。前半で音楽

業界の現状、音楽ビジネスの構造変化と日本の音楽業界の現状というのをお話しして、課

題や展望というのを私なりに今日この場で問題提起できるものとしてまとめてみましたの

で、前半のところはここにいらっしゃる皆さんは大体御存知のことであると思うので、で

きるだけ手短にして、後半のところに時間を使えればなと思っております。 

 自己紹介は前回したと思いますので、もともと僕は音楽プロデューサーで、自分の音楽

事務所もやっていたのですが、この十数年は書籍を書いたり、人材育成をやったりするよ

うになり、その中でスタートアップ育成が日本のエンタメ産業、コンテンツ産業のために

重要であると思いまして、３年前からStudioENTREというスタートアップスタジオという

起業家育成をしながら新規事業をそのスタジオの中でつくっていくという事業をやってい

るというのが僕の今の立場でございます。 

 ちょうど１年半ぐらい前に『最新！音楽業界の動向とカラクリがよくわかる本』という

のを書かせていただいて、ここで音楽業界の課題を大体まとめたので、ここからの抜粋み

たいな形で今日は話をさせていただきます。 

 デジタル化による構造変化を４つのポイントにまとめています。クラウド化というのは

「所有から利用」に変わったと言われています。コピーライトという言葉が象徴するよう

に、著作権というのはもともとマスターがあって複製物があるという考え方に基づき法律

も商習慣も積み上げられてきたものです。ところが、今はクラウド上にあるコンテンツの

アクセス権をコントロールする形にビジネスモデルが変わってきているので、本来であれ

ば、あらゆるコンテンツビジネスは法律からルールからつくり直さなくてはいけない環境

にあると思うのです。でも、ステークホルダーも作品もあり過ぎてそんなことは不可能な

ので、木で竹を接ぐように何とか複製ベースのルールを読み替えながら僕らはビジネスを

しているという認識を持つことが意外に大切なのではないか。クラウド化というのは、す

べてを変えているのだけれども、しようがないから昔の考え方を当てはめているという認

識を持つことは大事なのではないかなと思っております。 

 あとは、いわゆる情報の民主化という、SNS/UGMがインフラになって、特に音楽だとTikTok

のユーザーの口コミからヒットが生まれるのがメインになって、マスメディアの影響力が

著しく下がったという変化もあります。 

 それから、クラウド化というのはもう一つの変化を呼んでいて、グローバル化であると。

Spotifyで配信した瞬間に、ユーチューブに楽曲を上げた瞬間に概ね中国以外の世界中か

らはアクセスできてしまうので、よく言うのですけれども、デジタル時代というのは即世

界デビューの時代になっている。なので、個別のライセンス契約の意味というのが実質的

になくなっていて、グローバルサービスがメインになっている。これも構造変化を呼んで

いると思います。 
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 それから、ちょっと違う視点なのですけれども、デジタル化は音楽制作の著しい低廉化

を呼んでいまして、今、プロの音楽家はパソコンで音楽を完成させることができるスキル

を持っています。というか、それがない人はプロの音楽家と言えない時代に今はなってい

るので、僕がプロデューサーとしてばりばりやっていた時代は一曲100万円～150万円とい

うバジェット感で日本の音楽業界のメジャーアイテムというのは作っていたのですけれど

も、今は極論を言うと０円でやれるようになってしまったので、原盤権という概念が陳腐

化していて、これも非常にいろいろな矛盾を呼んでいる。この構造変化が矛盾を呼んでい

るということが一つの大きな前提となるポイントなのかなと思っております。 

 このグラフは皆さんも御覧になっていると思うので繰り返しませんけれども、赤がフィ

ジカルで、黄緑色がダウンロード型で、青緑がストリーミングサービスです。なので、CD

が売れなくなったのをiTunesミュージックストアに代表されるダウンロード型のサービス

では補い切れなかったけれども、Spotifyに代表されるストリーミングサービスが出たこ

とで2014年からＶ字回復をして、今やこの中も音楽市場は伸び始めている。ただし、レコ

ード業界と言わなくなり、日本語では録音原盤市場と訳されていますけれども、Recorded 

Music Industryになっている。（日本以外）という話にもなるのですけれども、逆にこの

赤いところの半分ぐらいが日本市場になっているという状況になっております。 

 そんな構造変化が起きているので、これは僕が2011年に音楽ビジネスはこうなっている

のですよと誰かに教えるために作った表なのですけれども、この表はほぼ意味がなくなっ

てしまい、ビジネスモデルが基本的に賞味期限切れをしているので、既存のプレーヤーは

自分がなぜ音楽ビジネスがやれているのかという存在意義の再定義が必要になっていると

いう認識を持っております。 

 日本はCDと地上波テレビ局の中で非常に優れたビジネスモデルがあったがゆえにIT化に

関して非常に後ろ向きであったということがあって、今、紛れもなく世界で一番ITが遅れ

ているのが日本の音楽界になっております。もともと音楽業界がなかった国はデジタル化

が始まっているので固定電話と携帯電話と同じ構造がありますし、一番日本に似ていると

言われていたドイツのデジタル化率が50％超えたのはもう６～７年前になりますので、圧

倒的に日本が遅れているというのが現状になっています。大体６～７年ストリーミングサ

ービスが遅れているというのが僕の認識で、それに伴いというか、デジタルマーケティン

グが遅れていたり、グローバル進出が遅れていたり、国内でのDXの遅れというのがデジタ

ル化とグローバル化というのはさっきお話ししたようにコインの裏表なので、国内でDXし

ないからそれはグローバルに出ていけないし、国内のことしか考えていないよねというの

が日本の音楽業界の現状でした。 

 それに対して世界の音楽産業は、テクノロジーとストリーミングで儲かって儲かってし

ようがないと2014年以降は言い始めるようになっております。 

 もう一つの大きい変化は、さっきちょっとお話ししたように個人へのパワーシフトが起

きていて、音楽ビジネスは大きな組織や大きなお金がないとできないことはなくなりまし
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た。あると便利なときがあるねというビジネスに変わっています。なので、様々なことが

変わっていて、既存のプレーヤーは自分たちの再定義が必要になっているということにも

つながっております。 

 データで見ると、世界でDYIアーティストのシェアというのが20％ぐらいあって伸びて

いるという比率になっている。Do It Yourselfで自分でやれるアーティストの数というの

がこのぐらいのシェアを持っているということになっております。実は遅れていると言わ

れている日本もこのDIYのアーティストの比率というのは伸びていまして、TuneCoreとい

うのがインディーズのアーティスト向けに誰でも音楽配信サービスで配信できるようにな

るディストリビューターと言われるサービスモデルなのですけれども、ここは主にインデ

ィーズのいわゆるDIYのアーティストが使っていたのですが、気づけば取扱高が126億円、

レコード協会加盟社全体でデジタル比率が1050億円なので、その外に126億円があり、レー

ベルとして比較するとSONY、ユニバーサルに続いて第３位ということになり、成長率もレ

コード協会加盟社よりも高い成長率で伸びていくということが日本でも始まっている現状

になっております。 

 ストリーミングからの分配比率の話です。よくストリーミングになると音楽家の取り分

が減っているのでしょうという間違った意見が散見されるのですが、当たり前なのですけ

れども、CDをプレスしなくなって物を運ばなくなったので、ユーザーが払ったお金の総額

から音楽家サイドに払われるお金の総額というのは３倍から５倍ぐらいに増えております。

これは日本の音楽家の不勉強であったり、音楽協会がミスリードしている側面もあると思

うのですけれども、サブスクは音楽家への支払額が少ないという誤解を呼んでいるのは非

常に不幸なことであるなと思っています。 

 ただ一つあるのは、いわゆる民主化、誰でも配信できるようになったことによってロン

グテールが伸びたので、小額しか分配されないケースが出てきた。昔はCDというのはレコ

ード会社が認めて、イニシャルといって最低プラス１万枚とかやっていたので、世の中に

作品を出したのに印税がちょっとしか払われないということがほとんどなかったのです。

そこの変化が誤解を呼んでいるということがあるかと思います。 

 この分配比率の問題はパッケージからデジタルの運用になったことで大きな変化を呼ん

でいるので、適切な分配論議というのはどうなのであろうという議論は行われております。

基本私契約という言い方をして、レコード会社とアーティストと音楽出版社というのが

個々で契約しているからそれでいいのだという論議もあるのですけれども、CD時代につく

られたルールが継続してしまっているケースも多くて、非常に非合理になっている。イギ

リスでは2020年にこういうデータが提出されていて、これは適切なのであろうか、適切で

はないよね、どうしようという話合いがこのレポート以降、されていると聞いているので

すけれども、今回のテーマの一つでこれと同様の調査と、できれば分配率に関する議論の

ガイドライン作成みたいなことはまさに官民連携で行うべきことなのではないかなと思っ

ております。これは後で触れます。 
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 もう一つポイントとして押さえておいていただいたほうがいいと思うのは、音楽ビジネ

スにおいて新譜と旧譜の比率が大逆転しました。昔はレコード会社は１年以内に発売した

商品が大体売上げの９割を占めていました。なので、コンピレーションアルバムやベスト

版などを一生懸命作って、昔レコーディングしたものを新譜にしていたわけです。ところ

が、ストリーミングサービスになって、ユーザーはいつその作品が発表されたかに対して

はよっぽどのファン以外は興味がないので、結果として2021年のアメリカの場合、日本は

１年で旧譜というのですけれども、アメリカでは１年半、なぜかヨーロッパでは２年でい

うことが多いのですけれども、18か月以上のものの比率が75％になっている。メディアリ

サーチであったと思いますが、ある調査では2030年には90％になるという比率になってい

ますので、ビジネスモデルはもちろん大きく変わります。よい作品を作れば長くお金が入

ってくるという言い方もできますし、初期投資の回収に時間がかかるという言い方もでき

ると思うのですが、ビジネスモデルが大きく変わっているポイントになると思います。 

 それに伴い、著作権の投資市場も生まれております。これまでは目利き力があってコネ

クションがないと音楽ビジネスというものには触れなかったのですけれども、ストリーミ

ングサービスが出てきたことによって、過去データから収益予測が可能になるのです。特

に旧譜の比率が大きくなっているので、去年までの５年間このぐらい売上があったという

ことは残り５年間はこのぐらい売上があるということの予測が統計的に可能になっている。

ところが、音楽なので、何かの弾みでそのアーティストの伝記映画が作られたなどという

ことで突然上振れする期待があるというまさに投資家にとっての投資商品になるというこ

とが起きて、実際、欧米では高額の取引事例というのがかなり始まって、著作権ファンド

みたいなものもかなり出てきております。日本でもこういう円滑な著作権のファンド化の

ためのルール整備は必要であろうなと思っていて、こういうことも官民連携でやっていく

べきところなのではないか。異分野からお金が入ってくるようになると音楽業界が活性化

していくというのは、不動産の投資みたいなもので、もう既に証明されていることなので

はないかなと思います。 

 なので、これからの音楽ビジネスは、「デジタルとグローバル」が重要になりました。

ほかのことはおまけになります。ところが、日本の音楽業界はデジタルとグローバル以外

のことしかやれていなかったという現状が課題になっています。個人へのパワーシフトが

多分これからどんどん加速していくとともに、もうヒット曲はマスメディアの力が落ちて

いることもあってユーザーとユーザー行動に伴うアルゴリズムの推奨が決める時代になっ

ているというのが大きな変化になっております。 

 これは私見なのですけれども、Web3.0と言われるブロックチェーンとAIが社会実装され

る時代に、そこに着地するまでの間の今は過渡期なのかなと個人的には思っているのです

が、いずれにしても従来の方法論や従来の業界慣習、業界ルール、従来の人材というのが

対応できないので、選手交代が不可避になっているというのが音楽業界の現状でございま

す。 
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 では、障壁と展望みたいなものを簡単にまとめましたので、できるだけ手短にやりたい

と思います。 

 最初に申し上げたいのは、ちょっと我田引水になるのですが、音楽について取り組むこ

との価値というのはあると思いますという話をしたいと思います。コンテンツビジネスの

重要度が上がっているというのは、この場で言う必要のないことであると思うのですけれ

ども、その中で音楽から始める意義というのが幾つかあると思っています。 

 まず、さっき申し上げた個人へのパワーシフトがもう既に音楽の場合は起きています。

まだアニメもゲームも原則的にはたくさんお金がないと作れないではないですか。音楽の

場合はビジネスユニットの基本が個人ユニットになっているので、クリエイターエコノミ

ーみたいなことが起きてくるとすると、これは音楽から起きるのであろうなということは

間違いないと思います。アニメやゲームなどのあらゆるジャンルで音楽は使われています

ので、異業種クリエイターに対しても波及効果が高く、Web3.0の実験場はおそらく音楽か

ら始まるので、様々なルールやトンマナというのはここで決まっていくことなので、音楽

の環境を先駆的に整備していくことには意義があるのではないかなということを申し上げ

たいと思います。 

 あと、音楽は売上の市場規模以上に人々のマインドシェアに影響を与えるという思い出

の曲があるみたいなことというのも付け加えておきたいと思います。 

 官民連携施策でまずやるべきことは、データの話が前回も出ていたようですけれども、

音楽もデータがないのです。ちゃんと指標になるデータをつくって数値目標を設定すると

いうことは大切であると思います。これまでは国内市場だけを対象に競い合ってきたので、

あまりデータについて意識する必要がなかったのですけれども、海外市場を開拓していく

となると、日本ブランドというものをつくって、考え方を持ってキュレーションをして、

海外市場で日本の楽曲のシェア向上を通じて、デジタルとグローバルの体質にビジネス発

想の展開が必須になっております。 

 そんな中で、一つここでもしかしたら認識がない方がいらっしゃるかもしれないので、

非常に問題として申し上げたいのは、サブスクの月額料金が日本だけ極端に安いのです。

Spotifyが始まるときにユニバーサルミュージックと握った条件が、月額金額はiTunesの

eAlbumの１枚分の金額にしましょうというところで世界の相場は決まっているのですが、

であるとすると、日本は1,800円であったのです。1,800円でSpotifyは始めようとしていた

のですが、日本のレコード業界がなぜかそれを拒否したという経緯があって、今、980円に

なっていて、しかも円安になっているので、月額が日本だけ極端に低いということになっ

ているので、これは独禁法の問題もあって上げましょうと簡単に言える話ではないと思う

のですけれども、この月額料金を上げていかないと日本のデジタル市場が上がらないとい

う課題感は皆さんに共有していただければと思います。日本の音楽デジタル市場は今、円

安もあって世界４位とかになるのですかね。ちゃんと世界２位にして、世界から日本の音

楽マーケットは大事であると思っていただくことが日本のコンテンツを海外で売っていく
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ためにも大切であると思うので、国内市場のデジタル化、いまだに40％しかデジタルがな

い国はもちろん世界で日本しかないので、これをやっていくことが非常に重要になってお

ります。 

 あとは、データという意味では新譜・旧譜比率、国内・海外比率、国別の日本の音楽シ

ェアみたいなものをきちんと調べて、それを基にシェア目標を定めて、５～10％ぐらいの

シェアを日本の音楽で取るのであるということを決めて、そこからの逆算で施策を考えて

いくことができればいいのではないか。音楽出版・原盤を合わせると４兆円ぐらいはある

ので、10％であれば4,000億円になるので、日本の音楽市場が倍以上になるという言い方が

できるのかなと思っております。 

 除去すべき障害は、専属実演家契約というCD時代の慣習的なテンプレートが残っている

という問題がありまして、これはさっきのイギリス国会の調査とともにしっかりやってい

ただいて、あと旧譜の契約が、デジタルのことも何も決まっていない契約書のせいで大切

な旧譜活用が遅れているという側面もありますので、この再契約のサポートをしていくよ

うなこともやっていけるといいのかなと思っております。 

 ちょっと時間がないのでここは割愛します。 

 音楽著作権は、出版権に関するところに実は非常に大きな課題があります。クリエイタ

ーを支援するというのは今の日本の国策にもなっているかと思うのですが、日本人の作曲

家が逆差別で非常に不利になっているという状況が起きております。ここに細かく書きま

したので、興味のある方は見ていただければと思うのですが、同じ楽曲で海外のアーティ

ストが採用された場合と日本のアーティストが採用された場合で、外国人だと３倍になる

みたいなことが日本の国内向けの業界慣習によって起きてしまっております。 

 あと、日本の音楽の可能性としては、アマチュアクリエイターのレベルが高いというと

ころが日本のクリエイターの価値であると思うので、プロからアマチュア、セミプロとい

うところのｎ次創作に象徴されるようなところの著作隣接権のスムーズな権利許諾の仕組

みができると、そしてマネタイズできるようになると、クリエイターエコノミーがビジネ

ス実装されるということに価値が出てくるのではないかと思っております。 

 具体施策の考え方のポイントは、日本も韓国のKOCCA（韓国コンテンツ振興院）みたいな

ものをぜひつくっていただきたいのですが、韓国は選択と集中で成功していますけれども、

日本の場合は多様性と歴史の蓄積が武器なので、キュレーションのやり方は韓国とは大分

違うと思うので、そこは戦略が必要であると思っております。具体的な施策は、今のAIの

ところの活用をきっかけにアーカイブの整備、メタデータの整備みたいなものにもつない

でいくといいのではないかというアイデアも書かせていただきました。 

 時間が来てしまいましたので、全部資料の説明ができなかったのですが、最後に韓日の

比較や日本の音楽系の起業家の紹介みたいなところも書きましたので、御覧いただけると

いいと思います。 

 日本のエンターテックのスタートアップを支援していくというのは非常に重要であると
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思うのですが、その際の方法論として、日本のカルチャーをリスペクトしている外国人起

業家を日本に取り込んで日本人と一緒にスタートアップをつくっていく仕組みが一番効果

的であると思います。 

 クリエイターも、外国人のクリエイターと日本人のクリエイターがコラボレーションし

たり、コライティングといって一緒に作曲していくということが一番効果のあるやり方な

ので、それをサポートしていく仕組みをつくっていくのが重要であると思いますというこ

とを最後に付け加えさせていただいて、時間が延びてしまったかもしれませんが、私の発

表を終わらせていただきます。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 では、質疑に行きましょう。質問、御意見のある方、手を挙げていただくか、挙手ボタ

ンを押していただくか、お願いします。 

 林委員、お願いします。 

○林委員 ありがとうございます。 

 山口委員、御説明ありがとうございました。本当に適切な、的確な御指摘をいただいた

と思っております。 

 中でも、「日本は国内でデジタル化できていないからグローバル化できない」という話

はそのとおりであるなと思っています。ただ、これまでも試行錯誤の中で１歩進んで２歩

下がるかもしれないのですけれども、それなりにいろいろな取組をやってきてはいるので

すけれども、結果そうなっているというところは否めないところです。ではどうしたらい

いかというところなのですけれども、例えばアメリカでMusic Modernization Actの下で

メカニカルライセンスを始めて既に実績が上がっているかと思うのですが、日本において

国内でデジタル化を進めるためには、官民の関係者がどういう枠組みで動くのがワークす

るとお考えでしょうか。あまりに大きな質問で恐縮です。 

○山口委員 デジタル化に関しては潮目は超えているので、もうデジタルが50％になり、

60％になるということはこのまま時間の問題で、数年というタームで起きてくるであろう

なと予測をしているので、サブスクを広めましょうみたいなことに関してはもう大丈夫で

す。ただ、６～７年遅れてしまいましたけれどもねという状況であるというのが僕の個人

的な認識で、ただ、月額が安いのは本当は何とかしたいです。これをどうすればいいかは

ちょっと難しいと思うのですけれども、日本は安過ぎるのであるという認識を広めること

は必要であるなと思っております。 

 今、林委員から御指摘があった日本版サウンドエクスチェンジみたいな、日本はインタ

ーネットラジオができないのです。実質的にできないのはなぜかというと、著作隣接権が

許諾権になっているので、音楽配信をするのとインターネットラジオが同じになっていて、

放送の同時再送信以外のやり方では自由に原盤を使うことができないというのがネットラ

ジオが広がらない理由なので、日本版サウンドエクスチェンジみたいなものをつくって、

個人でもインターネットラジオ的なものが使えることによって音楽が広がっていったり、
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そこから新しい収益が上がっていくということをやることは意味があることであると今の

デジタル化というところに関して言うと思います。 

 それが一つあるかなと思うのと、あとは、もう日本の国内市場に関しては潮目は取りあ

えず越えたと思うので、グローバルをしっかりやりましょう。グローバルをやるイコール

デジタルをやるということになるので、海外にしっかりプロモーションしていくと自ずと

デジタルにアーティストも事業者もみんな向かうようになるので、そういうことで解決し

ていくというのが官民連携でこれから2024年以降にやる施策としては取り組むべき道なの

ではないか。ただ、ウェブキャスティングという意味で日本版サウンドエクスチェンジの

導入というのは一つの有効な方法としてはまだ残っているなとは思います。 

○林委員 ありがとうございます。 

 もう一点だけ、先ほどの御説明で、ストリーミングになるとユーザーが払った対価のう

ちのアーティストへの還元が３倍から５倍になったというのは、海外での話でしょうか。 

○山口委員 いえ、SpotifyもLINEミュージックもAppleも分配率のルールは基本的にほぼ

同じなので、日本でも同じことは起きております。そのときに、これは御存知ない方には

分かりづらいところであると思うので、もう一度出させていただきますけれども、アーテ

ィストの取り分も含めた原盤権というのは大体分配が50％ぐらいなのです。楽曲の著作権

のところは12％であったのですけれども、今はもう15％になっていて、日本もJASRACが15％

にすると聞いているので、多分15％になるとすると、CDのときは著作権が６％なので、６％

が15％になると2.5倍です。原盤に関しては12％とかであったのが50％になっているので、

かなりひどいですよねというふうに、当たり前なのですけれども、流通しないしプレスし

ないので、その分が音楽家側に回っているということが起きていますというのが普通に起

きていることなのですけれども、それをどう分けるか。レコードレーベルが38％取ってい

ますというのは多過ぎるのではないかという議論がイギリスでは行われているということ

です。 

○林委員 なるほど。先ほど対価還元について、プラットフォーマーからの対価還元の論

点と、それから関係者間でのアーティストへの還元というところでの論点があるとおっし

ゃられたのですけれども。 

○山口委員 音楽に関しては、圧倒的に後者の問題が大きいというのが僕の認識です。前

者に関してはプラットフォーム事業者が30％という比率で、イギリスでも30％なのです。

30％というのが多いかどうかという議論はあり得るとは思うのですけれども、むしろ戻っ

てきた70％の中の分け方の問題のほうが課題としては大きいのではないかと個人的には思

っております。アグリゲーター手数料みたいなものもかかっているので、なかなか30％も

取れていないというのが音楽に関してはプラットフォーム側の現実なのではないかなと感

じていますし、プラットフォームの取り分に関しては日本だけで解決できる問題でもない

ので、ここに関しての議論ももちろん行うことには意味があると思うのですけれども、課

題としては、プラットフォーマーから入ってきたところの分け方というのが、日本の場合、
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さっきちらっと申し上げましたけれども、CD時代にできた契約書のテンプレートをいまだ

に使って、CDのときの定番というのは歌唱印税１％なのです。デジタルになったら、そも

そも考え方を変えて入ってきたものをどういうふうに何割で分けましょうかということに

しなくてはいけないのですけれども、なかなかそうはなっていなくて、デジタルは３％で

みたいなことが実際に契約で今現在行われているというのは日本全体で考えていかなくて

はいけない問題なのではないかなとは思っております。 

○林委員 なるほど。 

 あと、ちょっと個人的に思うのは、事務作業的にもメカニカルライセンスみたいな形で

端的に事務コストをかけずにアーティストにチャリンチャリンとお金が入るような形にし

ないと、コストはこれまでどおりかかってしまうのではないかなというところもデジタル

化がなかなか進んでないというところの裏腹であるのかなと感じています。 

○山口委員 対価還元の仕組みのところに手をつけるのであれば、今の仕組みを置き換え

るのではなくて、もちろんブロックチェーンテクノロジーみたいなことも含めて、分散型

のIDを使うみたいなところも含めて、デジタルトークンのやりようはないのかみたいな議

論も含めて仕組みをつくっていかないと、今の仕組みのまま多少自動化してそれを分配す

るみたいなことをやっても、多分４～５年で使い物にならなくなるので、10年後に起きる

大体こうなるであろうという世界観というのはもう明確なので、ブロックチェーンを使っ

て、今、おっしゃったように直接権利者に分配されていく仕組みというのをもしつくると

いうか、つくるべきなのですけれども、つくるとすると、そういう発想で10年後からの逆

算で仕組みを一からつくっていって、そして今ある仕組みをどう置き換えていくのかとい

うところが一番デリケートで難しいところであると思うのですけれども、そこはまさにみ

んなで話し合っていく。ただ、新しい仕組みは理想型をつくるという考え方がいいと思い

ます。 

○林委員 ありがとうございました。 

○中村座長 どうもありがとうございます。 

 さっき内山委員が手を挙げていましたか。 

○内山委員 ちょっとシンプルな質問で、まず、御用意いただいていた資料の５ページ目、

６ページ目で、世界はもうデジタル転換が進んでいる、日本はまだ遅れていると。日本で

はフェス・コンサートという違う出口が発展したということはよく言われるのですけれど

も、その関係性はどう御覧になっていますか。つまり、デジタルへの転換とフェス・コン

サートの盛り上がりということの関係性という点が御質問したいことの１点目でございま

す。 

 それから、例えば、投資ファンドの話もあったのですけれども、過去、映像は投資ファ

ンドで失敗しているので、果たして音楽の場合は投資ファンドをやったときにうまくいく

でしょうかというのが２つ目の質問。 

 それから、アナログなメジャーが一生懸命頑張ったことの一つはプロモーションである
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と思うのですけれども、こういうDIY音楽の世界になってきたときに、プロモーションとい

うのはどう考えればいいのか。プロモーション行為があって、ある程度産業がある意味で

引き延ばされた面はあったような気がするのですけれども、今後はそういうものをどう考

えればいいでしょうかという点で御質問させてください。 

○山口委員 まず、１つ目のことに関してですけれども、フェスが伸びたことと日本の音

源のデジタル化が進まなかったことの因果関係は全くないと思います。そこを因果関係で

捉えるとしたら、誰かのミスリードではないですか。それはそれ、これはこれだと思いま

す。 

 それから、２つ目の御質問がファンドの話でしたか。ファンドに関しては、僕は映像の

失敗事例をちょっと知らないので今度教えていただきたいのですけれども、音楽は相性が

いいと思います。しかも、ストリーミングサービスが幹になって、まだしばらく伸びてい

くであろうと言われているわけです。これから経済新興国に伸びていって、一旦平均単価

は下がるけれども、またそこも上がってくるであろうから、10～20年タームでこのサブス

ク、ストリーミングというさっきの青緑のところはまだかなり伸びていくであろう、多少

伸び率は鈍化するであろうけれどもという予測がある中で、全体成長率が伸びていく中で

旧譜率が上がっていったり、音楽は一個一個の単位が小さいではないですか。なので、フ

ァンドの組み方も様々な組み方が出てきますし、本当はそのファンドが小口にファンにも

分けられる証券みたいなところまで行ったり、新しい作品に対する投資まで行ったりする

とかなり洗練度が進んでいくと思うのですけれども、取りあえずは一定の分配が確実にさ

れて、投資商品としていわゆる投資家の会社や投資家がなるものだけやるだけでもまず十

分活性化につながるので、金融庁にできるだけ邪魔しないでいただいて、前に進める方法

から考えていけるといいのかな。 

 理想系はファンと投資家がつながることですし、新しい音楽にもそのお金が流れること

であると思うのですけれども、そこまでやるといろいろ消費者保護みたいなところの障壁

がかなり高くなってしまうので、まずはやれるところから始めるのがいいのかなと思うの

と、音楽に関しては非常に相性がいいと思うので、ちょっと僕も映像の失敗事例というの

を分かっていなかったので、勉強してみるので教えてくださいという感じでございます。 

 それから、プロモーションに関しては、要するにマスメディアでやっていたわけですが、

マスメディアの価値と影響力が下がったわけです。正確に言うと、マスメディアを使った

すごくよいプロモーションというのはあまり変わらず残っているのですけれども、まあま

あのプロモーションというのはほぼ意味がなくなったのです。 

○内山委員 もう一つはレコードレーベル等によるプロモーション。 

○山口委員 そうですね。だから、今、TikTokでユーザーが自分の動画にBGMとして使って

みたらそれがめちゃくちゃ流行ったことがきっかけで曲が売れるみたいなところがヒット

曲の主な震源地になっている。UGC、UGMというのが主な震源地になっているということな

ので、基本的にはもうレコード会社はどうプロモーションしていいのか分からないという
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のがすごく大ざっぱな状況になっているので、プロモーションというのは死語であると言

っても過言ではないのかなと思います。 

 ただ、日本の音楽が海外でシェアを広げていくときに関しては、日本ブランドのキュレ

ーションという言葉があると思うのですけれども、プロモーションと言ってもいいのです

が、日本のカルチャーであったり日本の音楽というある種の固まりごと、特に海外の場合

はアニメのおかげみたいなところも音楽はすごく大きいので、そこを含めて日本ブランド

のキュレーションをしっかりやっていくところはすごくプロモーションが必要であると思

います。 

 ただ、個々のアーティストに関しては、特にレコード会社がお金をかけて行うプロモー

ションというのはほとんど意味がなくなって、これもアニメが多いのですけれども、年に

何本かドラマの中身とすごく有機的につながって、監督がそのアーティストが好きで使っ

ている音楽みたいなものはものすごい効果が出るみたいなことがあるのですけれども、い

わゆるプロモーションみたいなもの、地上波のテレビスポットみたいなものというのは全

く意味がないではないですか。費用対効果が悪過ぎるというか、まだSpotifyやツイッター

に広告を打ったほうがいいのですけれども、それも効率が悪くて、ユーザーに使うように

開放して、ユーザーが使ってくれて、それが口コミ的に広がるということで、今の音楽の

プロモーションは大ざっぱに言うとそれしかない。細かく言うといろいろありますけれど

も、大ざっぱに言うとそれしかないという理解が正しいと思います。 

○内山委員 そうすると、純粋に一種の口コミ的にミリオンを目指すような形でないとな

かなか難しいということですか。 

○山口委員 そうですね。大仕掛けなもので、はまるものというのがすごくちょっとだけ

残ると思います。残っているし、まだなくなりはしないと思うのですけれども、中ぐらい

のプロモーションは全く意味がないです。めちゃくちゃ大きなお金をかけたプロモーショ

ンも空振ることはあります。そしてうまくいくこともあります。 

 なので、音楽を主語にしたプロモーションと考えるとすると、お金をかけたメディアバ

イイングのプロモーションは無意味になったねというのが、例外はあるけれども大ざっぱ

にはそういうことであると思います。 

○内山委員 分かりました。ありがとうございます。 

○中村座長 ほかにいかがでしょう。よろしいでしょうか。 

 私から１つだけ。さっきのファンドに関することなのですけれども、音楽関連のファン

ド、コンテンツのファンド全体に言えることかなと思うのですけれども、その話をすると、

コンテンツの資産評価、それからコンテンツの取引市場をどうつくるかみたいな、ちょっ

と大きなテーマに広がっていくのではないかと期待をするのですけれども、さっきそれで

ルール整備とおっしゃった、その必要となるルールのイメージというのは何かありますか。 

○山口委員 金融庁に邪魔されないことなのですけれども、どうすれば邪魔されないかは

僕はそこの専門家ではないので分からないのですけれども、投資家保護はもちろん必要で
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あると思いますけれども、そこが日本の場合は過剰なことが多いなというのは感じるので、

そこがなければ。 

 今、海外では成功事例が出てきていて、資産評価という言葉が適切かどうかは別にして、

来年いくらお金が入ってくるか、これが10年間どう続くかの予測は統計的にできるように

なっているので、ある種の資産評価は今は可能であるから欧米で成功しているのです。さ

っき言ったデジタルの潮目は超えたので、日本でもこれに近しいことを始められるタイミ

ングであると思うので、それをやるといいのではないかなと思いますし、逆に言うと、大

きな会社の役割というのはそちらに行くのかなと。Pophouseというスウェーデンの会社は、

プライベートエクイティの専門家と音楽ビジネスのAWAのマネージャーであった人が組ん

で始めたのですけれども、自分たちに売ってくれたらバリューアップするから収益率が高

まるよみたいな言い方をしているのです。まさにそれもある意味プロモーションなのです

けれども、そのようなことになっているので、個別のものがヒットするかどうかはアーテ

ィスト自身とユーザーに委ね、成功したものに関してしっかりお金が回っていくように、

そのファンド的なことが可能なように整備していくということなのではないかなと思って、

不動産REITぐらいの感じで定着させるためにはどうすればいいのかは逆にここにいる皆様

の知恵を拝借したいと思っております。 

 ただ、すごく音楽は相性がいいのでぜひやるべきであるし、日本はちょうど今、始める

タイミングに来ているのではないかなと思います。 

○中村座長 ありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 では、次に参りましょう。続いて、関委員とコンピュータエンターテインメント協会の

増田常務理事、寺田事務局長、横戸総務部長にお越しいただいていると思うのですが、皆

さんに15分程度で御発表いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○関委員 よろしくお願いいたします。私はスクウェア・エニックスの関と申します。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 私はベースはローヤーなのですけれども、今のスクウェア・エニックスの仕事としては、

そういった純粋な知財や法務以外に経営企画、ライセンシング等もやっておりまして、今

日は、今、御紹介いただきましたコンピュータエンターテインメント協会（CESA）を代表

してプレゼンテーションさせていただきます。 

 先ほど御紹介がありましたが、３名のCESAの事務局の方にも御同席いただいた上で、も

し私のほうで足りないことがあればフォローアップいただくということで進めたいと思い

ます。 

 １ページ目、エグゼクティブサマリーで今日お話ししたいことは、ここですべて言い切

っておりますが、まず、ゲーム産業の現状というところからマクロの視点も含めて話をす

ると、これは国内ゲーム市場及び世界的なゲーム市場双方に言えることなのですけれども、

一時の右肩上がりの角度ほどではございませんけれども、堅調には成長をしている。その
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中で、特に今、ゲームの場合はプラットフォーム、これは例えば伝統的にはコンソールと

言われるSONYのPlayStationであるとか、任天堂のSwitch、あとはMicrosoftのXboxといっ

たところがいわゆるコンソールというデバイスですけれども、それとモバイルです、いわ

ゆるスマホ。これが大きな２大プラットフォームであったわけなのですけれども、ここに

昨今はPCというものが加わって、いわゆるマルチプラットフォームの中でゲーム業界が動

いている。その中でモバイルゲームを中心に、近年急成長の中国の会社も含めて海外勢の

プレゼンスが非常に増している。結果的に相対的には日本のゲームパブリッシャーの立ち

位置というのがどんどん弱くなっているというのが一つの現状です。 

 もう一方、いわゆるゲームのIP、すなわちゲームのタイトルと言われていますけれども、

ゲームそのものといったところの売上推移というのを見たときに、今、顕著に言えるのは、

大体上位に占めるのはいわゆる継続IP。継続というのは、代々フランチャイズとしてある

シリーズです、特定のゲームフランチャイズシリーズの続編というものがほぼほぼ売上の

上位を占めています。 

 例えば、あくまで一例ですが、スクウェア・エニックスであればFINALFANTASYやドラゴ

ンクエストといったフランチャイズの続編や派生作品というのがゲームの売上の上位を占

めていく。結果として、全く新規のIP、新規のゲームタイトルというのが非常に生まれに

くくなっているといった現状がございます。 

 もう一方の特徴として、ゲーム開発の高度化というのがございます。先ほど御紹介した

ゲームのプラットフォームの中で、典型な例でございますが、最新版PlayStation５は、技

術的には最先端のものです。その技術的なスペックに合わせるべくゲームを作り込んでい

くと、当然ながらグラフィックを含めて非常に解像度も高く、皆さん御存知の方も多いと

思いますが、まさしく映画のようなゲームになっている。そうすると、それをきちんと作

り込めるゲーム開発の人材というのが非常に今、世界的に希少化しています。それが今、

このゲーム業界で起こっているM&Aの一つの背景でもあるのですけれども、そういったゲ

ームの高度化の中できちんと作り込める人材というのが非常に希少化し、したがって、ゲ

ームの制作を行う業界の中で非常に獲得競争が激しくなっている。かつ、その中での選別

も激しくなっている。こういったものがヒト・モノ・コトで見たときのゲーム産業の現状

かなと思います。 

 その中で、業界として今、どういった課題認識があるかというところで、大きくは３つ

かなと。一つは、やはりクリエイターを含めた人材育成です。先ほど申し上げたように、

なかなか全く新規のIPが生まれにくくなっているという中で、そういった新規IPを創り出

せる、まさにコアコンセプトを創り出せるようなクリエイターは、どこの会社も是が非で

も獲得したいという人材ですので、これは日本だけではなくて国際的に必要な人材になっ

てきますから、これをどうやって確保していくかという話。 

 さらに、コンセプトだけではなくて、それを具体的にプログラミングしてエンジニアリ

ングして作っていかないといけないので、先ほど申し上げたように高度化・難度化が進ん
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でいる中で、それをきちんと作り込める人材というのが同じように必要であるというのが

２つ目。 

 大きな２つ目としては、先ほど申し上げたようにゲーム業界全体はマルチプラットフォ

ーム化が進んでおります。特に昨今の一番大きな特徴が、PCです。PCは御存知のとおり、

言ってみればデバイスの最もコモディティ化が進んだものなので、当然ながらコンソール

に比べれば格段に裾野が広くなりますから、今後、PCを含めたマルチプラットフォームに

対応できる必要性というのが出てくる。 

 あと、グローバル展開で見たときに、後ほどまた詳しく話をしますが、日本の強みとい

うのはやはりIPそのものです。非常にいろいろなアニメも含めてベースとなるIPの強さと

いうのは間違いなく世界で群を抜いているのであると思います。ただ、それを使ったゲー

ムやアニメを含めてグローバルにどうやって広げていくのかといったときに大きく課題と

なるのが２点ありまして、一つは各種制度。制度の中でもゲームの中で言うと個人情報の

制度の話であるとか、あとは日本で言うところのガチャです。ルートボックス規制という

ことで、こういったところは世界各国が非常に厳しい規制で今、走っていますから、その

各国の規制をきちんと理解した上でマーケットインできる、いわゆる情報インテリジェン

スの能力。 

 あとは、各国マーケットにおいて、先ほど申し上げたようにマルチプラットフォーム化

が進む中で、各デバイスにおいて、どういったユーザーがどれぐらいのアクセスをしてい

るのかといったベースとなるマーケット情報。ここの情報ソースというのは実はそんなに

この業界としてはリッチではないのです。したがって、ここの情報をきちんと獲得した上

で日本の強みであるIPをどうやって世界に広げていくか。この辺りが非常に大きな課題と

なっています。 

 したがって、今後、ぜひ政府の方々に御支援いただきたいものとしては２つありまして、

一つは高度人材の育成・確保という点と、先ほど最後に申し上げたようにグローバルのマ

ーケティングを推進するための様々な御支援といったところを我々業界としてはお願いし

たいというのが今日の話の骨格でございます。 

 次のページは、今、CESAとしてどういった問題意識で動いているかということで、問題

意識は今、私が申し上げたとおりでございますので省略します。 

 組織としては、下のほうに書いておりますが、昨年の経団連のクリエイティブエコノミ

ーの提言を受けて、こういった問題意識をできるだけ業界横断的に解決していこうという

ことで、ディー・エヌ・エーの岡村社長を座長としてCSR委員会を立ち上げて、今、鋭意進

めているところでございます。 

 少し先ほどサマライズした話をデータを見ながらお話ししますと、まず国内市場のデー

タを踏まえて話をしたいと思います。国内ゲーム市場は、2020年以降、非常に堅調に進ん

でいます。これの一番大きな要因はやはりスマホの普及です。したがって、スマホの普及

によって、モバイルゲーム市場が格段に2010年以降、伸びております。したがって、この
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向こう数年もここのモバイル市場が中心になっていくというのはそんなに大きく変わらな

いであろう。 

 一方で、当然ながら先ほど申し上げたようにマルチプラットフォーム化というのは今後

特にPCでどんどん進んでいくと思いますから、このコンソール・PCという中では、今まで

パッケージを小売店を通じて売っていたものが、今はどんどんダウンロードという形へ販

売のやり方がシフトしますから、ここは今後、デジタル化の進行によってさらに加速され

るであろうと思っています。 

 一方で、国際市場なのですけれども、欧米市場は当然ながらいわゆる先進国と言われる

ところが多いわけなのですが、こういったところについては、これからも堅調に数字とし

ては伸びていくであろう。ここに例えばアメリカがございますけれども、2026年に向けて

約８％の増加が見込まれている。 

 もう一方、まだマーケットインし切れていなかった新興国と言われている部分も経済状

況・経済レベルがどんどん上がってきますから、東南アジア、南米を含めてこれから伸び

ていく市場にどうやって入り込んでいくかというのがこれからの大きな課題の一つかなと

理解をしております。 

 もう一つ、人の問題をお話ししましたけれども、ここの実例としていわゆるゲーム開発

の高度化が進んでいるということで、デバイスの高性能化ということで先ほどは

PlayStation５の話をしましたけれども、皆さん御存知のようにiPhoneの中の実装技術とい

うのもどんどん進んでおります。例えば、ここに出ている解像度につきましても、10年間

で約５倍に上がっている。したがって、それに対応するモバイルゲームを作っていかない

といけない。昨今言われているのは、モバイルゲームは一昔前は格安でできるというもの

がどちらかというと常識であったのですが、今は開発費というレベルではモバイルゲーム

もそんなにコンソールと変わらないレベルまでコストとしても必要になってきています。

その背景としては、それぐらいのクオリティが求められるといったことがございます。 

 こういったものを作っていく中で、当然ながら人の獲得競争が激しくなっているという

のは先ほどお話ししたとおりなのですけれども、右のグラフに示している需給のバランス

を見ても分かるとおり、獲得競争が激しいので当然ながら人件費が高騰している。国別の

平均給与を見ても、台湾とアメリカの例ですけれども、15％、16％という割合で上がって

いる。 

 一方で、個別の社員の給与を見たとしても、今、NEXONとカプコンの例を挙げていますけ

れども、この１年間だけで13％、30％といった比率で給与も上がっているといった状況に

なっています。 

 ここは御参考までに、日本の国内のゲームパブリッシャーについても、この１～２年で

各社軒並み基本給を上げているといったのが今の現状でございます。 

 もう一方、先ほど申し上げたとおり日本の強みというのはやはり日本発IPの人気がとて

も強力であるといったところで、赤色で表示されているものがもともとの日本発のIPでゲ
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ームになったものなのですけれども、一方で、先ほど申し上げたように、課題としては、

日本発のIPは確かに強いのだけれども、ずっとそのフランチャイズの中での継続IPでしか

なかなかゲームの成長というのができていない。したがって、裏返すと新規のIPがなかな

か生まれにくくなっているといったところでございます。そこが左側の少し具体的な個々

のコンソールのミリオン販売ゲームタイトルが書かれた中にございますけれども、新しい

シリーズとしては唯一下に書かれているとおりリングフィットアドベンチャーというもの

があるぐらいでございます。新しいゲームIPが大ヒットすることが、なかなかそういうも

のが希少化しているといったものが現状です。 

 国際事情を見たときに、右側のモバイルのところでは、こういった日本国内に限れば赤

色で表示されているもののように日本のIPというのがあるのですけれども、左側の国際市

場を見てみると、日本発のIPというのは海外市場では一つも入っていません。ですから、

最初に申し上げたようにモバイルを中心に海外IPというものが非常にプレゼンスを上げて

いるといった状況が見てとれるかなと思います。 

 もう一方、グローバル展開の促進のための対応ということで、先ほど申し上げたように

２つの課題がありますということで、一つは各国の制度問題、個人情報の問題、あと、ル

ートボックス。特に未成年の方のガチャを規制したり、未成年の方のデータの保護といっ

たものは、今、ヨーロッパを中心に非常に規制が強まっていますから、ここをきちんと正

確に理解して、法を犯さない形でマーケットインしていかないといけないということと、

もう一つ、今、LGBTQというのが盛んに言われておりますけれども、各国の様々な文化、歴

史、宗教、言語も含めて、そういったカルチャライズというものがゲームの中ではとても

重要になっています。ここに対する我々のアテンションや気の使い方、さらにはコストの

かけ方というのも今、かなりのものがございますから、ここについても様々なカルチャー

や慣習をきちんと理解した上でゲームの中身を精査していかないといけない。 

 こういった制度やカルチャーリスクというのは、大手の会社であれば当然ながらリソー

スがありますから、きちんとやっていけるのですけれども、どうしても中小の場合、そう

いったお金や人のリソースが足りないので、やはり業界の裾野を広げていくという意味で

はこういった制度やリスクの情報をきちんとマーケット全体でシェアし、かつ、アップデ

ートするような下地が必要になってくるのかなと。御存知のとおり、韓国や中国というの

は、これが国家主導でやられているという部分があるので、今後、日本もこういったこと

を考えていくべきではないかと考えております。 

 こちらは最後になってきますけれども、具体的な今後の人材育成からグローバル展開ま

でのサイクルイメージとしては、当然ながら我々の商売のネタになるコンテンツというも

のを作っていくという意味ではまさにそれを作るための人材が必要。人材を育成した上で

適切なコンテンツを作り、かつ、グローバルにマーケットインしていかないといけないの

ですけれども、その前提として各国の制度理解は必要。それをもってグローバルに様々な

形で展開をしていくといったストーリーを考えておるのですけれども、人材育成につきま
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しては、先ほど申し上げたような新規IPを創れるようなクリエイターであるとか、開発の

高度化に対応できる人材の育成、さらには今、教育機関と我々のゲーム業界の需給のマッ

チング、こういった人材が必要なのであるというところが我々の理解では必ずしも教育機

関の中で浸透されていない。ですから、そこをうまくお互いでマッチングしながら、我々

が必要とするような人材を教育機関で育てていただいて、我々がその方々を採用していく。

この辺りをうまくスムーズにしていくための仕組みというのが必要になってくるかなと思

っております。 

 さらに、コンテンツ制作という意味では、AIやブロックチェーンを含めた新しい技術を

今後推進していく一方で、先ほど申し上げたように新しいIPを創るための支援であるとか、

そのためのスキルセット、能力の開発というものも必要になってくる。そして、マーケテ

ィングとしては、カルチャライズを含めた様々な観点での評価指標といったものを共有化

しながら、各社がスムーズにマーケットインできるといったものをつくっていく必要があ

るかなと考えております。 

 最後は実例ですけれども、海外展開については、こういった大型イベントでの出展など

もやっていますし、CEDECといったゲーム開発者向けの技術カンファレンスということで、

人材育成を踏まえた業界を挙げたイベントなどもやっております。 

 以上、私からの御説明とさせていただきます。ありがとうございました。 

○中村座長 どうもありがとうございました。 

 では、御質問、御意見がありましたら、お願いいたします。 

 中山委員、お願いします。 

○中山委員 ちょっと具体的なところをお聞きしたいなと思ったのですが、人材育成とグ

ローバル展開支援のもう一段下がったところで、人材で新規IPを創れるというとなかなか

めちゃくちゃ難しい話であるなと思いつつなのですけれども、結構国際競争の中で人材が

取り合いになっているという中で言うと、割と海外開発拠点がだんだんなくなってきてい

たり、結構国内で作られていたりする中で言うと、どの職種だったり、海外系人材が欲し

いのか、国内で育つ人材が欲しいのかという一段深掘りしたところをお聞きしたいのと、

展開支援というとどうなのですかね。割とガチャ規制はほとんどここ10年、各社がもう先

行で出してしまっていて、会社によっては150か国出していたり、５か国ぐらいしか出して

いなかったりもしますけれども、行政でやれることの中でのグローバル支援というのはど

ういったイメージがあるのかなというところを深掘りしてお聞きできるとありがたいなと

思っております。 

○関委員 ありがとうございます。 

 まず、最初の御質問のところで言うと、もちろん人材という意味では今、これはグロー

バル競争ですから、ジャパニーズであろうとノンジャパニーズであろうと関係ないといえ

ばそうなのですけれども、ただ、日本のゲーム業界をどうやって盛り上げていくかといっ

たときに、やはり足元の日本の人材育成というものが今の我々としては頭にあることで、
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特にクリエイターというところでは、新規IPを生み出すために一番大事なのはある種のコ

アコンセプトをどうやってそこで出していけるのかというところであると思っています。 

 特に政府にお願いしたい支援という意味では、例えばこれも手前みそになって恐縮なの

ですけれども、当社スクウェア・エニックスは今、東京藝大といろいろ産学連携をやって

いて、東京藝大はゲーム学科をつくって、まさにいわゆるゲームを作れる人材を個別に育

成していただいている。これもかなり長い間、いろいろ我々も講師派遣しながらお互いの

スペックを合わせながらつくってきたのですけれども、その辺りの産と学の目線合わせで

す。我々としてどういった人材が必要なのかと。その中には場合によっては、今、大学の

中では文理が分かれていますけれども、ゲームというのはある種の総合芸術で、アートと

サイエンスの世界ですから、あまり文理の境というのは必要でない部分もあるのです。で

すから、そういったところのゲーム業界で本当に必要なアート・サイエンスをつくれるよ

うな人材はどういったものなのかというのを産学で合わせていきたいというところが一つ。 

○中山委員 東京藝大で結構うまくいっているものがもっと横に広がるといいという感じ

ですか。 

○関委員 そうですね、イメージとしてはそういうものがあります。 

 あともう一つ、ガチャ規制云々という話は結構シンプルで、例えば我々スクウェア・エ

ニックスでもそうですけれども、規制の内容はある程度各国のマッピングがもうできてい

るのです。この国ではこういった規制があるからこういう対応をしないといけないと。で

も、そこまでできる会社はそんなに多くないのです。ですから、業界としては、ある程度

それをばっと合わせれば、それなりに業界として今の規制の制度の内容はとこんな絵です

よねと。 

 ただ、課題はそれをどうやってアップデートするかなのです。例えば韓国のKOCCA（韓国

コンテンツ振興院）などは完全に国家主導でそこのデータベースづくりを支援してくれて

いるのです。それを例えば日本でもやっていただけると、そこはまさに共創のベースなの

で、本当の競争力はそこから上ですから、そこのベースを共有する部分という意味では、

業界の裾野を広げる上ではとても大事なもので、ある種足腰をきちんと整えるという意味

ではベースをつくっていただくというところで国の支援というのをいただけると非常にあ

りがたいというイメージでおります。 

○中山委員 リーガルの共通基盤化とそれのアップデートというところですか。 

○関委員 そうですね。 

○中山委員 了解いたしました。ありがとうございます。 

○中村座長 生貝委員、お願いします。 

○生貝委員 貴重な話をありがとうございました。 

 今、中山委員が後半におっしゃっていただいた制度の論点というのは、僕もほかに関わ

るITの分野ですと個人データの国際越境移転規制についての国際データベースづくりとい

うのは個人情報保護委員会やDFFTの分野などでもかなりまさに今、進んでいるところがあ
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って、この分野での共通基盤づくりというのは大変重要であるなと思いました。 

 そこからさらにもう一つ行って、いろいろな制度があるといったときに、同時に例えば、

この国、この地域のこういった規制というのが国際的な展開の障壁になっている、である

から、これは例えば通商ルールであるとか、あるいは通商ルートを通じてというのか、そ

ういう制度の改正自体を可能であれば働きかけていったほうがよいのではないか。もしそ

ういった国際移転に対して特に障壁や課題になっているルールというのがあれば、教えて

いただきたいなと思います。 

○関委員 ありがとうございます。 

 そういう意味で国際交渉の中で、その障壁を外してくれという交渉はなかなか難しいの

かなと思いつつ、先ほどおっしゃったように個人情報、データの扱いというところでは、

一つの大きな流れとしていわゆるGDPRが発祥のヨーロッパがそうですけれども、特に先ほ

ど申し上げたような未成年に対する扱いについては、そのデータの扱い、さらには未成年

がルートボックス、ガチャを購入する場合の規制というのは、今、ヨーロッパでどんどん

強化されていっているのです。おそらくこの流れというのはグローバルの中で止められな

いかなというのが私の個人的な感触で、これがおそらくそのうちまたアメリカに行くであ

ろうというイメージでいます。 

 ですから、テリトリーとしてはやはりヨーロッパと北米というところが商業的にも最大

マーケットですし、かつ、データ、さらにはガチャといった２大規制の中での特に未成年

の扱いの辺りもこの２つのテリトリーが今後の一つの大きなポイントになってくるかなと

は思っていますし、いろいろな法規制の流れを見たときに、またそれがそのうち日本に来

るのかなという気はします。様々な規制がそうであるようにそのうち日本も影響されてく

るのかなというのが今の予測ではあります。 

○生貝委員 どうもありがとうございました。 

○中村座長 ほかによろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。 

○関委員 どうもありがとうございました。 

○中村座長 続いて資料５です。日本動画協会より15分程度で話をいただきたいと思いま

す。今日はアニメ産業レポート編集統括の増田氏と著作委員会の中場氏に御出席をいただ

いていると思いますが、よろしくどうぞお願いします。 

○増田統括 よろしくお願いいたします。 

 最初に私からざっと御説明をしていきたいと思います。日本のアニメ産業市場の概観と

いうことで、日本動画協会は東映アニメーションやトムス・エンタテインメントというア

ニメの制作を実際に行っている事業会社の団体です。 

 そこで、『アニメ産業レポート』というのを発刊しておりまして、今年はちょうど15回

目になります。実は動画協会は歴史が新しく2002年発足なのですが、そのときから同時に

アンケートを行いまして、それが発端となっています。アニメ産業の現状を反映して、我々
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は「ウィンドウ」と呼んでおりますけれども、いろいろ売上項目がありますが、常に一定

であるものではなくて、新しい項目として「遊興」（パチンコ・パチスロ）などがありま

す。海外のアニメーションではあり得ない領域であると思いますけれども、遊興の次に2010

年代に入ってライブエンターテインメントなどの項目が追加される一方で、ビデオの売上

が随分下がっておりまして形骸化しているといった状況もありますが、それが近年公式デ

ータとして認識されるようになりました。それで今年15回目という節目なので、項目やそ

の定義や数字の根拠などを再検討して次回以降に反映したいと思っていますので、出席さ

れている委員の方々にもアドバイスいただけたらと思っています。 

 「アニメ産業レポート」では広義と狭義の市場を出しているのですけれども、2022年の

アニメ産業市場は前年比106.8％、２兆9277億円ということで史上最高値です。2010年代中

盤以降、コロナの影響は若干あったのですけれども、伸びが衰えていないということです。 

 その次の資料は内訳です。我々は「ウィンドウ」と呼んでいますけれども要は収益源で

す。アニメはいろいろな使い方をされるので、テレビ、映画、ビデオ、配信、商品化、音

楽、海外、遊興、ライブという考え方でやっております。半分近くが海外なのですけれど

も、アニメ産業市場はユーザーがアニメに使った金額ということになります。 

 産業レポートではもう一つ売上を出しておりまして、狭義のアニメ市場といってアニメ

の業界市場です。前年比116.4％の史上最高値になる3407億円とありますけれども、これが

実際にアニメを制作・製作しているスタジオの市場です。なぜ２つの市場を出しているか

というと、アニメの付加価値と生産性を示す数値です。これはずっと言われ続けているこ

とですけれども、日本はなぜディズニーのような会社が登場しないのかという問題の投げ

かけも含めて、こういう２つの市場を出しております。日本のアニメ産業は、中小企業と

いうか、割と小さいスタジオが多いというのが一つの特徴になっていることを御理解いた

だきたいと思います。 

 次のこちらの資料がアニメ業界の各ウィンドウの増額比ですが、コロナ禍を越えてアニ

メを実際に作っているスタジオの売上も伸びています。こちらは実際のアニメを作ってい

るスタジオの台所事情と言ってもいいかと思います。この資料を見ると、テレビの制作費

がアニメの現場を含めて支えているというのがよく分かるかと思います。 

 その次の資料です。よく海外のアニメ市場について言われているのですけれども、広義

のアニメ産業市場の場合、国内と海外の対比は、ほぼ海外と国内の売上が同じになってき

ています。１回だけ海外が国内市場を上回ったのですけれども、また国内市場が抜き返し

ました。海外の市場の中には実はいろいろな売上が含まれていまして、映像や商品化、も

ちろんネット配信などのライセンスも含まれています。それらの中でゲームのライセンス

については、すごく伸びたのではないかと推測しております。アニメスタジオに対するア

ンケートはあまり細かく項目を尋ねているわけではないですけれども、今、その辺の質問

内容も含めて見直しを図りたいと思っているところです。 

 日本のアニメ産業が発展したのは、1963年の鉄腕アトム、日本で初の30分アニメシリー



23 

 

ズがスタートしてからで、それ以来ずっと成長し続けたのですけれども、実は2000年代中

盤で一回失速したことがあります。これは「ポケモン幻想収縮」と書いてありますけれど

も、御存知の方もいらっしゃるかと思いますけれども、1990年代中盤以降、ポケモンが世

界的に大ブレイクして、そのときに何が起こったかというと、世界で日本のアニメを買お

うという動きがありまして、実際に海外からディズニーをはじめとして本当に世界中から

アニメ事業者が訪れて日本のアニメを買っていった。残念ながら第二のポケモンはなかっ

たということでその後は失速するのですけれども、同時期に「パッケージ失速」と書いて

あります。これは業界用語でDVDやブルーレイのことなのですけれども、2000年代中盤には

海外の市場がほぼなくなり、その代わりネット海賊版が急増しました。また、2006年に中

国で日本のアニメの放送規制が始まりました。さらに、御存知のようにリーマンショック

や円高があって2000年代中盤以降、海外市場は失速したのですけれども、それで何が起こ

ったかというと、海賊版アニメがネットによって世界中に広がったのです。もちろん海賊

版なので、全然お金が入って来ない状況が10年くらい続きましたが、2010年代に入るとネ

ットオセロ現象が起こったのです。海賊版ネットによって、世界中で日本のアニメが見ら

れるようになりましたが、全然お金にならなくてもうどうしようかなと思ったのですけれ

ども、まず中国が2012年に国際貿易を意識して政府からネット事業者に正式にコンテンツ

を購入するように通達が出ました。そして、アメリカのCrunchrollやNetflixといったプラ

ットフォームが続きました。それまでオセロだと黒（タダ）であったのが一気に真っ白に

なって有料化が図られ、海外市場が伸びたというのが経緯です。先ほどちょっとお見せし

たグラフですけれども、2015年ぐらいから急速に売上が伸びたということがあります。 

 現在の日本のアニメを支えているのは、日本を先駆けとした全世界的なオタク化です。

還暦を超えた大人のアニメの視聴者がいるということなのですが、日本はそういうオタク

のトップの世代はもう65歳ぐらいになっていますけれども、それが今、世界的に広がって

いるわけです。そんな彼ら・彼女らに向けたオトナアニメの供給の担い手となっていると

いうことがありまして、今のところそれをやっているのは日本だけです。中国でもネット

で大人向けアニメというのは制作されていますけれども、御存知のように規制が厳しく、

日本のように自由に作れる環境ではないので、その意味では今後の成長もまだまだ期待で

きるのかなと思います。 

 アニメ産業の今後についてですが、世界的に日本のアニメのコンペティターというとア

メリカというかハリウッドになるのですけれども、ちょっと規模が違うのであまり実感が

湧かないところがあるのですけれども、ハリウッドのアニメーションに今、ちょっと変化

が訪れています。「変化するハリウッドアニメーション」です。ディズニー、Pixarが不調

の中でユニバーサルの『スーパーマリオブラザーズ』やソニーの『スパイダーマン：アク

ロス・ザ・スパイダーバース』が大ヒットしました。スーパーマリオは共同製作の任天堂

ががっちり入って監修されたということが大成功の要因であると思うのですけれども、『ス

パイダーマン：アクロス・ザ・スパイダーバース』の方はガンダムの富野監督が、これは
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ひょっとしてハリウッドで初めての大人向けのアニメーションではないかと発言されてい

ました。あと『The Boy and the Heron』は『君たちはどう生きるか』のことですが、こち

らはデイリーですけれどもアメリカのBOXOFFICEで１位になり、アニメ産業を取り囲む環

境が去年ぐらいからどんどん変わりつつあるのではないかと思います。 

 ４月７日の日経新聞で経団連がコンテンツ輸出を2033年に20兆円目標というのもありま

したし、東洋経済新報や週刊新潮の『佐藤優の頂上対決』といった一般誌などでもアニメ

というものが産業的に注目されたということがあります。あとは「メディア芸術ナショナ

ルセンター構想」や、三菱地所が横浜市に大型テーマパークを建設するとか。これはNHKの

報道であったのですけれども、旧築地市場の広大な跡地に野球のドームが建設されるとい

う話と、もう一つ日本のアニメやゲーム、マンガに特化したエンターテインメント施設が

建設される可能性があると報道されました。これは、2000年代の序盤にありました小泉元

首相のときになされた知財立国宣言が20年を経て経済的な実現を果たそうとしているのか

なというアニメの新しいステージです。アニメに限らずコンテンツと言ってもいいと思い

ますけれども、新しいステージが来ているのかなという感じがいたします。長年、私もア

ニメ産業を見ていましたけれども、アニメがGDPを担う時代が来るという手応えを感じ始

めているところです。 

 アニメ業界における人材育成ということで、これも皆さんの興味がある領域であると思

いますので、ちょっとお話ししたいと思います。手前みそで申し訳ないのですけれども、

実は2002年の設立以来、人材育成事業は動画協会の事業の柱です。現在協会の中に人材育

成委員会が設置され、39名の委員がいるのですけれども、積極的に事業を展開しておりま

す。一番大きいものとしては受託事業なのですけれども、それが「あにめのたね」文化庁

のアニメ人材育成調査研究事業なのですが、毎年スタジオを募集してアニメを制作、それ

に伴う人材育成セミナーなどを積極的に行っています。 

 さらに、新人・中堅の制作人材に対する研修や自主事業も行っています。一例として「ア

ニメ人材パートナーズフォーラム」という学校とアニメのスタジオが提携するフォーラム

を運営しております。そこではセミナーやoff-JT向けのテキストの作成など、ちょっとPR

不足なのですけれども、結構いろいろな自主事業を行っております。 

 スタジオにおける人材育成という観点で言うと、1963年にテレビアニメ『鉄腕アトム』

がスタートしてから、アニメ業界の現場は慢性的な人材不足です。特に「above the line」

というのですけれども、付加価値の高いプロデューサー、監督、脚本、キャラクターデザ

イン、作画監督、メインアニメーターなどの特定の人材は育成が非常に難しいと言われて

おりまして、特定の人間に仕事が集中しがちなところがあります。 

 アニメの現場の仕事というのは一般的に言うと同じように見えるかもしれないですけれ

ども、付加価値の違いが大きいところがありまして、「above the line」と「below the 

line」の見極めをきちんとした人材育成がいいのではないのかと思います。 

 実はアニメ産業レポートでは自由に回答できるコーナーがあるのですけれども、一番書
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き込みが多いのは人材育成についてであります。アニメ業界全体としてのPR不足はあるも

のの、スタジオにとって人材は死活問題なので、必死に取り組んでいるのは「アニメ産業

レポート」を読んでいただくと分かるかと思います。もちろん、一般企業同様、企業体力

の差によって取組の度合いが異なるのも現実ではあります。先ほども言いましたけれども、

中小企業が多いというのもありまして、取組の差が相応にあるのは確かであると思います。 

 あと、スタジオにおける人材育成の実施例ということで、Ａ社ということで、ちょっと

この辺は特定の名前が書いてあるので分かってしまうかもしれないですけれども、次世代

を担うクリエイター育成のため、学生を対象とした講習会などを実施しているということ

で、実はNetflixとササユリ動画研修所の協力で「アニメーター塾」を行っており、2025年

には７回目を実施する予定になっております。顧問税理士を招いて、クリエイターはフリ

ーの方が多いので、インボイス制度の説明会などを行っています。あとはマナーやコンプ

ライアンス、アニメビジネスの実務とか、著作権、請求書の書き方といった実務的な研修

を定期的に実施したり、年数回、若手社員を対象に大手スタジオの視察を実施したりして

おります。Ａ社の目下の課題は、アニメビジネスを担当する若手プロデューサーの育成と

いうことになります。 

次のＢ社もＡ社と同様、次世代を担うクリエイター育成のために、アニメーター志望の

方への作画アカデミーやアナログ作画経験者向けのデジタル作画講習会を実施しています。

作画アカデミーは通年でやっているのですけれども、アニメーターはアナログで基礎的な

動画技術を学ぶところや理論的な座学講座から始めて、後半期には②のデジタル作画講習

会に合流して、デジタルの作画講習会では動画の実習に加えてレイアウト・原画の演習に

も参加します。ちょっと専門的なことで難しいかもしれないですけれども、参加費、機材

費等は無償で対応の上、奨学金制度や契約社員へのステップアップ、単価上乗せ等の施策

を実施しています。働き方改革ということもありましたけれども、かなりそういった条件

の改革は進んでいると思います。 

 こちらのＢ社も課題はアニメビジネスを担当する若手プロデューサーの育成ということ

です。プロデューサーというのは仕事そのものをつくるという存在でありますので、一般

的にアニメーター、アニメーターとは言われていますけれども、若手プロデューサーの育

成も非常に大切であると思います。 

 アニメビジネスと海外についてですが、現在は世界的に流通しているのはアメリカの「ア

ニメーション」と日本の「アニメ」だけと言えると思います。日本のアニメは唯一とも言

える「2D」（平面）表現を保持しており、また、ビジネスモデルも独特であるということ

です。日本のアニメの特徴としては、さほど海外市場を意識して作られていないのですが、

そもそもアニメの制作者は海外進出を意図することもなく、ジャポニズムの浮世絵のよう

に海外で評価されることで、日本のアニメは世界中にあふれるようになったということが

言えるかと思います。その要因の原点には「経済性」と「娯楽性」と「生産性」というこ

とがあるかなと思います。 
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 海外デジタルプラットフォーマーとの取引における問題点ということで、昔から海外セ

ールスというのは海外のプラットフォーマーが主導的で、基本MG（minimum guarantee）の

みが支払われるというパターンが多かったのです。歴史的にずっとそうなのですけれども、

海外のプラットフォーマーは総じて優越的であり、契約履行、報告、金銭面でのトラブル

が多々ありました。それが1990年代末からポケモンの大ブレイクで日本のアニメに本格的

に注目が集まりました。その後、2010年代中盤頃から先ほど言ったようにネットにおける

海賊版から正式購入に移行するというオセロ効果みたいなものがあって、一大収入源にな

ったというのは確かであると思います。 

 一方で、今やデジタルプラットフォームの力は強大となり、優越的交渉を強いられてい

るというところがあるかなと思います。Netflixの「広告付きベーシックプラン」導入時の

ように、事前に説明のないルール変更やホールドバックが設定されるケースがあるという

ことで、フラット契約という制作費もらい切りの契約をはじめとして、プラットフォーマ

ーの中身はブラックボックス化しており、対等に付き合うのは至難の業で、相応の体力が

求められているかと思います。 

 あと、これは著作権における根本的な認識の違いなのですが、ユーチューブに典型的で

すけれども、英米法で根本的に著作権思想が異なる部分があって、その戸惑いもあるのか

なと思います。中国のデジタルプラットフォーマーについても産業レポートの回答によく

あるのですけれども、日欧とは根本的に異なる政治体制の難しさがあるので対応が難しい

かなと思っています。プラットフォーマーからの分配交渉云々以前に、デジタルプラット

フォーマーに流通を握られたままで、作品の主体性を確保できるのかが日本のアニメの大

きなポイントになっているのではないかと思います。 

 ちょっとオーバーしましたけれども、これでおしまいにしたいと思います。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 では、質問、コメント等をお願いいたします。 

 内山委員、お願いします。 

○内山委員 手短に。今のページの最後の２行がとても気になっているのですけれども、

これは配信がない時代であったら、そこのデジタルプラットフォーマーということは多分

テレビ局であったと思うのです。結局プレーヤーが変わっただけで構図自体は基本的に変

わっていないという点において、抜本的に対等な交渉に持っていくためには何が必要であ

るとお考えになりますか。 

○増田統括 スタジオ自体が力をつけるのが個人的な意見ですけれども、小さい会社が結

構多く、御存知かと思いますけれども、そもそも上場している会社が少ないというのもあ

りますけれども、その辺をどう考えるかということが課題になってくるのではないかと思

います。 

 あとは、日本動画協会がやるべきことなのかもしれないですけれども、もう少し業界的

なビジネス的な条件などについても話し合っていいのかもしれないです。 
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○内山委員 そうすると、ハリウッドのギルドみたいにいっそ団体交渉的な方向に持って

いくという感じですか。 

○増田統括 団体交渉というのはユニオンとかですか。 

○内山委員 はい。 

○増田統括 アメリカのユニオンはものすごく強いですけれども、あの歴史を見ると血で

血を洗うような対立があってようやく勝ち得た権利なので、日本であのシステムがなじむ

かどうかというのはまたちょっと違うのではないかと思います。日本のスタジオと現場の

人たちというのはすごくいい意味でうまくやってきたのではないかと思います。日本はそ

ういった意味で法務費用もそれほどかからないですし、コミュニケーションコストがかか

らないといったことで、アニメの制作現場はすごくよかったのではないかと私は評価して

います。 

○内山委員 ありがとうございます。 

○中村座長 富山委員、どうぞ。 

○富山委員 富山です。増田氏、お疲れさまです。 

 常日頃思っていたことで、ここに書いてある2Dと3Dのことなのですけれども、僕は2Dの

日本アニメというのがキャラクターを表現するのに3Dより優れている、だから絶対に世界

で受けるはずであると密かに信じていたのですけれども、どうやらそうなってきた感じが

あるのですけれども、いかがですか。 

○増田統括 おっしゃるとおり、ディズニーが2004年に2Dをもうやめると言ったときに、

ハリウッドの中心にあるディズニーが宣言したということで、ある意味世界的なトレンド

は3Dに移ることが約束されました。それでどうなるのかなと思ったのですけれども、私が

言うのも手前みそかもしれないですけれども、今ではやはり2Dのキャラクターのほうが今

のハリウッドに登場するキャラクターより面白いのではないかという気がしています。ハ

リウッドを中心に世界的に3D化することのプレッシャーはすごくあったのですけれども、

ここ何年か見ていると、これはネットのおかげであると思うのですけれども、手描きのア

ニメの魅力が世界中に浸透しつつあるのではないかなという気が本当にしてきました。 

○富山委員 そうですね。ですから、世界を席巻できるであろうと思うのと、実はマンガ

原作の場合、マンガのキャラクターを活かすのにはやはり2Dがいいという。 

○増田統括 そうですね。日本のマンガというのは鳥獣戯画以来の伝統がありますし、絵

と言葉が一緒になった「絵に言葉を添えて語る」というメディアというのはずっと昔から

あって、それが現代ではアニメという形を取っていると思います。やはりその文化が深く

日本の民族に刷り込まれていると思うのですが、それを海外の人たちも面白いと思うよう

になってきてくれたというのは非常に喜ばしいことであると思います。 

○富山委員 ありがとうございます。本当に機が熟してきたという気がしています。 

○中村座長 沼田委員、お願いします。 

○沼田委員 発表ありがとうございました。 
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 アニメはものすごい売上があって、それこそおっしゃっていたGDPを担う日も来るので

はないかというぐらいの売上をされていて、その一方で、最後のほうの発表のフラット契

約というのは、基本的には配信権を一定額で売ってしまって、その後の売上によっての追

加費がないという契約ということですか。 

○増田統括 それだけではなくて、そもそもそのデータ自体が公開されていません。デジ

タルプラットフォームと仕事をされているスタジオの皆さんに聞いてみても、データを公

開してくれないので自分たちの作品の評価も分からないし、マーケティングもできないと

いう根本的な不満はあるようです。 

○沼田委員 あと、デジタルプラットフォーマーに流通を握られたままでという、配信権

を売る場合というのは、作品制作自体というのは資金調達をほぼ制作会社側がした上でと

いうことでしょうか。 

○増田統括 ちょっとスピーカーを替わります。 

○中場副委員長 動画協会著作権委員会副委員長の中場と申します。 

 製作委員会方式を取って日本の会社が何社か集まって制作した上で、さらにNetflixや

Amazonといったプラットフォームに許諾をして販売をするというやり方をすることが多い

とは思います。 

 ただ、プリセールでそういうプラットフォーマーがいくらで買ってくれるというところ

を当てにしながら作る作品というのもありますので、そういうフラットというところは問

題はありつつも、大きなお金を出してくれるということがあるので、成功の見通しが立っ

てやっと企画として成立するという関係にもあるかなとは思っています。 

○沼田委員 ありがとうございます。 

 プリセールスでの契約でそういったプラットフォーマー優位の契約になるということで

すね。これは実写のドラマなどの場合はもっと厳しい契約というか、韓国とも話をしたの

ですけれども、最初の頃は本当に奴隷契約というか、本当に少ないプロダクションフィー

しかなくて制作している状況なのですけれども、これからグローバルOTTと交渉するとき

に、もしかしたらなのですけれども、それぞれ作るコンテンツは違うのですけれども、ア

ニメであるとか、実写ドラマであるとか、いろいろな分野で交渉をしていくという場合、

国も一緒にバックアップしてもらいながら交渉していくという方法もあるのではないかな

と思いました。 

 以上です。ありがとうございました。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょう。よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。 

 では、本日のヒアリングはここまでにしたいと思います。 

 残り時間が少しだけありますので、意見交換をしたいと思います。資料１、２の論点例

について、意見、コメント等はありますでしょうか。皆さんからお出しいただければと思
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います。 

 堀内委員、お願いします。 

○堀内委員 ありがとうございます。本日も貴重な話をいろいろ伺えて大変勉強になりま

した。 

 今日はこんなことで最後に少し時間がありますけれども、前回も大変充実した話を伺っ

た上で、なかなか議論をする時間はなかったかと思いますし、一方で、あと残された会合

の回数も結構少なくなっていますので、事務局のほうで大変であると思うのですけれども、

ぜひ今後の取りまとめに向けて論点を絞っていただくとともに、進め方をできるだけ前広

に示していただければと思っております。 

 このワーキングだけでなく、Create Japanワーキングとも最後にまた御一緒に取りまと

めていくと伺っていますので、その辺りも着地点がある程度見通せると大変ありがたいと

思っています。 

 また、前回の中山委員からのプレゼンテーションにもありましたけれども、これまでに

各府省で様々な関連するプロジェクト、過去の取組がいろいろあったと思いますので、そ

ういった検討の成果もぜひ踏まえた上で取りまとめていっていただければと思っておりま

す。 

 それから、各分野ごとの課題につきましては、今日も配付いただいていますけれども、

事務局資料等で一定程度整理されてきておりますので、その上で前回の中山委員から提出

されました資料等も土台にしていただいて、海外展開、人材、それから産官学の推進体制

等の横断的課題を重点的に整理いただけると大変ありがたいなと思っております。 

 全体の話についてはそのように御検討いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○中村座長 どうもありがとうございます。 

 毎年の知財計画の取りまとめなのですが、今回のラウンドもさほど回数があるわけでは

なく、今回、かなりヒアリングに重点を置いているということもあってなかなか皆さんと

具体的に議論をする時間というのは限られてくるかと思います。今日、御意見等を全部伺

うことはできないと思いますので、今後、メールでもどんな形でも結構ですので、こう考

えるとか、こうしてくれという今のようなことをどしどし事務局にお送りいただければと

思います。 

 場合によって私もメーリングリストなりSlackなり何なりというのを使ってでも、もし

必要になってくればそのような意見交換の仕方もあるだろうなと思っておりまして、必要

に応じて工夫をしてもらえればと考えています。よろしくお願いいたします。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 林委員、どうぞ。 

○林委員 ありがとうございます。 

 今日の話の中で、クリエイター支援における人材として具体的にどういうスキルの人材
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が必要かというところはかなり具体的に出てきたのではないかと思っております。また、

対価還元についてもプラットフォーマーからの対価還元の在り方のみならず、関係者間の

分配についても具体的な話を伺えたと思います。 

 官民で、特に国として何をすべきかというところでは、最後の動画、それから沼田委員

からも話のあったようなコンテンツの流通を握っているグローバルプラットフォーマーか

ら制作者に対する利用の透明性とか、優越的地位にいるわけですから、そういうグローバ

ルプラットフォーマーに対して優越的地位の濫用にならないような、契約関係が公平にな

るような枠組みで、ヨーロッパなどではそういう方向性にあると思うのですけれども、我

が国としてももう少し具体化した政策的な検討をする必要があるのではないかなと思いま

した。 

 以上、意見です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 内山委員、お願いします。 

○内山委員 幾つかありまして、今日、最初に山口委員がお話しされていたことに絡むの

ですけれども、ファンド絡みの件で言うと、例えば、日本の製作委員会方式が一応原則的

には金商法の対象外にできる構図にはなっています。これにおいては2011年と2017年に２

回ぐらい金融庁を含めた見直し議論をやっています。2011には私も関わっており、そのと

きは経団連にも手伝っていただいてやりましたけれども、非常によく覚えていて、とにか

くさっき山口委員がおっしゃったように、金融庁が厳密すぎることをしなければ楽なので

あるけれどもというのが本音ベースのところであるのですが、確かにもう一度、金商法の

適用除外的な発想というのをもって考えるのはありかなと今日改めて思いました。繰り返

しですが、2011年と2017年にそれぞれ見直しをやっています。17年から随分空いているの

でやってもいいかなと思いました。 

 それから、学校の人間なら誰かといいますと、産業側が求めている人材の姿というのは

実は案外見えないのです。全産業分野において人手不足がはっきりしているので、頭数の

ことで言われても多分どうしようもないので、今日も話がありましたけれども、具体的に

どんなスキルが産業界側から学の側に求められているかということはクリアにしたほうが

よいかなと思いました。当時はどちらかというと新卒学生よりはある程度十分な社会人経

験を持っていて、現場の経験もある人たちのリカレントをやるほうがいいのではないのと

言っていたのですけれども、それも含めて具体的なスキーム内容ということがクリアにな

るともうちょっと対応できるかなと思いました。 

 それから、最後ですけれども、この知財事務局は経産省、文化庁、総務省、その他いろ

いろな役所の出向で成り立っていますけれども、その方々が活動するための原資の問題、

政策資金の問題については別途紙を作って御提案したいと思いますので、先ほど座長がお

っしゃったような形でメールで一旦事務局に送りたいと思います。 

 以上でございます。 
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○中村座長 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。皆さん、今日のところはよろしいですか。 

 どうもありがとうございました。ここまでマンガ、アニメ、ゲーム、音楽、動画、様々

なコンテンツの業界から問題提起をいただきまして、それぞれ業界別なので縦の政策課題

があって、解決すべきアプローチというのもある一方で、横串を刺した政策というのもあ

り得て、それは先ほど林委員がおっしゃった人材やプラットフォームの対策、分配などが

あると思うのです。縦横両面あると思いますので、それを堀内委員がおっしゃったように

論点をクリアにして、できるアクションを起こしていくというのが我々に課せられた仕事

ですので、そちらに向かっていければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 ということで、今日は大体いい時間になってきました。今日の議論はこのあたりにいた

しまして閉会したいと思いますが、事務局から何かありますでしょうか。 

○佐野事務局次長 事務局でございます。ありがとうございます。 

 今後の進め方は、堀内委員からも御意見がございましたけれども、まず最終的なアウト

プットとしては、最初に申し上げましたが、ある種中期的な戦略になりますけれども、新

たなクールジャパン戦略というものをつくるというのがまず出口ということでございまし

て、その中に主要なものとして、コンテンツのパートが入ってくる。このWGではコンテン

ツのパートのものを仕上げていくということになります。次回はもうヒアリングはなくて、

レポートに向けていろいろ御提言いただいたような横断的な論点も含めて整理をしながら

議論していければと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 やり方についても、なかなか議論の時間が取れなかったので、次回は議論の時間が取れ

ると思うのですが、やり方はメールなのか、Slack等なのかはありますけれども、工夫でき

るところはしていければと思います。 

 今日いただいた中で人材のところがやはり議論としてございますが、ここは前回、プレ

ゼンテーションでちょっとございましたけれども、IT業界の場合には産学のミスマッチが

あったということで、スキルを定義して、そういうニーズをマッチングさせたということ

がありましたけれども、そういう丁寧な作業ということが必要になってくるのかなと思い

まして、次回に向けて間に合うか分かりませんけれども、そういったところも含めて議論

できればと思っております。 

 ファンドのところは、一般投資家向けのファンドであるとハードルがまたすごく上がる

ということであると思いますけれども、我々のほうでも過去の経緯も含めて確認できれば

と思います。 

 それから、レポートを作るときに、政府として取り組むべきことも当然あるわけであり

ますけれども、併せて、今日の議論でもございましたが、デジタル時代に合わせた収益配

分の在り方の見直しなども含めまして民間で取り組むことが推奨されるべきことも整理で

きると思いますので、それは同時に整理していければと思ってございます。 

 本日はお時間が足りなくて申し訳ございませんでした。次回、よろしくお願いいたしま
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す。 

 以上です。 

○中村座長 ありがとうございます。 

 次は大体１か月後ということになるのですね。 

○佐野事務局次長 今月末の２月28日ということで予定しております。 

○中村座長 了解です。 

 では、今日の会議はこれで終了いたします。どうもありがとうございました。 

 


